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三陸沿岸道路事業監理業務 

説 明 書 

 

東北地方整備局の三陸沿岸道路事業監理業務に係る手続開始の公示に基づく技術提案の

招請については、関係法令に定めるもののほか、この説明書によるものとする。 

 

１．手続開始の公示日  平成２４年３月２１日 

 

２. 業務の概要 

   三陸沿岸道路事業監理業務は、同種の業務内容を有する下記の１０工区に分けて実施さ

れる。担当工区については、本説明書 11.及び 12．に示された手順により決定される。 

 1) 業務名（工区毎） 

         (1) 三陸沿岸道路事業監理業務（歌津本吉工区）（電子入札対象案件） 

           （勤務地：仙台河川国道事務所） 

         (2) 三陸沿岸道路事業監理業務（気仙沼唐桑工区）（電子入札対象案件） 

           （勤務地：仙台河川国道事務所） 

         (3)  三陸沿岸道路事業監理業務（陸前高田工区）（電子入札対象案件） 

           （勤務地：釜石市に予定している新設の事務所） 

         (4) 三陸沿岸道路事業監理業務（吉浜釜石工区）（電子入札対象案件） 

           （勤務地：釜石市に予定している新設の事務所） 

         (5) 三陸沿岸道路事業監理業務（山田宮古工区）（電子入札対象案件） 

           （勤務地：三陸国道事務所） 

         (6)  三陸沿岸道路事業監理業務（宮古箱石工区）（電子入札対象案件） 

           （勤務地：三陸国道事務所） 

         (7)  三陸沿岸道路事業監理業務（宮古田老工区）（電子入札対象案件） 

           （勤務地：三陸国道事務所） 

         (8) 三陸沿岸道路事業監理業務（田老普代工区）（電子入札対象案件） 

           （勤務地：三陸国道事務所） 

         (9) 三陸沿岸道路事業監理業務（普代久慈工区）（電子入札対象案件） 

           （勤務地：三陸国道事務所） 

         (10) 三陸沿岸道路事業監理業務（洋野工区）（電子入札対象案件） 

           （勤務地：三陸国道事務所） 

2) 業務の目的 

     本業務は、復興道路等の新規事業化区間の効率的で確実な進捗を図ることを目的とし

て実施するものである。具体的には、工事の早期着工を目指し、工事発注までに必要と
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なる業務を対象に官民がパートナーをくみ、官民双方の技術・経験を活かしながら効率

的なマネジメントを行うことにより、事業の促進を図ろうとするものである。 
3) 業務内容 
  (1) 業務内容   

測量・調査・設計業務等に対する指導・調整等   １式 
 地元及び関係行政機関等との協議等        １式 
 事業監理等                   １式 

   (2) 特定テーマ 

 本業務において技術提案を求めるテーマは、以下に示す２つの事項である。 

      テーマ１：予定管理技術者の道路事業に関する実務経験を踏まえ、事業管理を的確

に実施する上でのポイント 
      テーマ２：本業務の目的を達成する上で考慮すべき項目並びに目的の達成に有効と

考えられる提案 
4） 主たる部分 

   本業務の「主たる部分」は監理業務仕様書第２章第５条に示すとおりとする。 

5)  再委託の禁止 

   本業務について、主たる部分の再委託は認めない。 

6) 履行期間 

履行期間は、以下のとおり予定している。 

契約締結の翌日 ～ 平成２６年３月３１日 

7) 本業務は「低価格受注業務がある場合における予定管理技術者の手持ち業務量の制限等」

の試行業務である。 
8) 業務実施上の条件 

(1) 参加表明書及び技術提案書（以下、「参加表明書等」という。）の提出者に対する要件

は、以下のとおりとする。 

  なお、一つの企業又は設計共同体が複数の参加表明書等を提出することができる。た

だし、配置予定技術者を重複させることは認めない。 

① 業務実績 

 参加表明書等を提出する者は、下記の[１]から[４]のいずれかの実績を有するこ

と。設計共同体の場合は、代表者が下記の[１]から[４]のいずれかの要件を満たす

こと。ただし、[１]から[３]は、国、都道府県、政令市、特殊法人等（※１）の公

共事業を実施する機関の発注する工事または業務で、平成８年度以降に完了した工

事または業務（発注者から直接請け負った者（以下「元請け」という。）として実施

した工事または業務。平成 23年度完了予定も含む。）とする（工事の実績の場合は、

共同企業体の構成員としての実績は出資比率が 20％以上のものに限る。業務の実績

の場合は、設計共同体としての実績はすべて対象とする。）。 
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[1] 自動車専用道路または一般国道の調査・設計業務に関する実績を有する者 

[2] 自動車専用道路または一般国道の新設又は改築工事に関する実績を有する者 

[3] 公共事業の用地調査等業務（用地測量、物件調査算定、補償説明に関するい

ずれかの業務）に関する実績を有する者 

[4] 自動車専用道路または一般国道に関するＰＭ（※２）またはＣＭ（※３）の

実績を有する者 

※１「特殊法人等」とは、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律

施行令第一条に示す、関西国際空港(株)、首都高速道路(株)、中日本高速道

路(株)、成田国際空港(株)、西日本高速道路(株)、日本環境安全事業(株)、阪

神高速道路(株)、東日本高速道路(株)、本州四国連絡高速道路(株)、日本中央

競馬会、独立行政法人宇宙航空研究開発機構、独立行政法人沖縄科学技術研

究基盤整備機構、独立行政法人科学技術振興機構、独立行政法人空港周辺整

備機構、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構、独立行政法人国際協力機

構、独立行政法人国立科学博物館、独立行政法人国立高等専門学校機構、独

立行政法人国立女性教育会館、独立行政法人国立青少年教育振興機構、独立

行政法人国立美術館、独立行政法人国立文化財機構、独立行政法人雇用・能

力開発機構、独立行政法人自動車事故対策機構、独立行政法人情報通信研究

機構、独立行政法人中小企業基盤整備機構、独立行政法人鉄道建設・運輸施

設整備支援機構、独立行政法人都市再生機構、独立行政法人日本学生支援機

構、独立行政法人日本芸術文化振興会、独立行政法人日本原子力研究開発機

構、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構、独立行政法人日本スポ

ーツ振興センター、独立行政法人日本万国博覧会記念機構、独立行政法人水

資源機構及び独立行政法人労働者健康福祉機構（日本道路公団など同条に規

定する法人の組織改編前の法人、附則第２条から第４条に示す独立行政法人

を含む）に加え国土交通省所管のその他の独立行政法人、地方共同法人日本

下水道事業団をいう。 

※２「ＰＭ（プロジェクト・マネジメント）」とは、事業を効率的に進めるため 

に、事業工程管理、懸案事項管理、事業費管理、用地取得管理などを行うマ 

ネジメント業務の総称。 

※３「ＣＭ（コンストラクション・マネジメント）」とは、工事の円滑な履行の 

ため、施工段階において、工程管理、施工管理、品質管理、コスト管理、工

事間施工調整などを行うマネジメント業務の総称。 

② 配置予定技術者に対する要件等は、以下のとおりとする。 

[1] 配置技術者の専任・常駐 

       主任技術者及び技術員は、本業務の履行期間において専任し、特定された担当工

区の勤務地に常駐するものとする。 
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[2] 管理技術者の兼務 

       管理技術者は、同一工区内に限り、いずれかの主任技術者との兼務が可能である。

その場合、管理技術者及び兼務する主任技術者双方の要件を満たすものとする。 

       ただし、本業務の管理技術者として複数工区を兼務することは認めない。 

     [3] 主任技術者及び技術員の兼務 

       主任技術者及び技術員は、いずれの主任技術者及び技術員とも兼務することはで

きない。 

[4] 配置予定技術者に必要とされる資格と業務実績 

       配置予定技術者は、次に掲げる資格及び業務実績を有するものとする。 

       なお、外国資格を有する技術者（わが国及びＷＴＯ政府調達協定締約国その他建

設市場が開放的であると認められる国等の企業に所属する技術者に限る。）につい

ては、あらかじめ技術士相当又はＲＣＣＭ相当との旧建設大臣認定（建設経済局

建設振興課）又は国土交通大臣認定（総合政策局建設振興課又は建設市場整備課）

を受けている必要がある。 

 

  ｱ) 予定管理技術者に必要とされる資格及び業務実績は次のとおりとする。 

資 格 及 び 業 務 実 績 

【資格】 

 規定しない 

 

【業務実績】 

 下記のいずれかに該当すること 

① 道路に関する技術者としての実務経験を１０年以上有し、その実務経験の中で、

以下に示すいずれかの経験を有すること。 

  １）自動車専用道路又は一般国道の調査・設計業務に関し、指導的立場（※１）で

従事した経験（１業務以上）を有するもの。 

  ２）自動車専用道路又は一般国道の新設又は改築工事に関し、指導的立場（※１）

で従事した経験（１工事以上）を有するもの。 

② 自動車専用道路又は一般国道に関するＰＭ（※２）又はＣＭ（※３）に指導的立

場（※１）で従事した経験を有するもの。 

③ 道路分野において十分な技術的実務経験（※４）を有するもの。 

※１「指導的立場」とは以下の立場をいう。 

  １）調査・設計業務の場合には、管理技術者（当該業務に係る契約の履行に関する

管理及び統括を行うものをいう）の立場をいう。 

  ２）工事の場合には、主任技術者又は、監理技術者の立場をいう。 

３）ＰＭ（※２）またはＣＭ（※３）の場合には、当該業務の履行に関する管理及 
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び統括を行うものをいう。 

※２「ＰＭ（プロジェクト・マネジメント）」とは、事業を効率的に進めるために、 

事業工程管理、懸案事項管理、事業費管理、用地取得管理などを行うマネジメン 

ト業務の総称。 

※３「ＣＭ（コンストラクション・マネジメント）」とは、工事の円滑な履行のため、 

施工段階において、工程管理、施工管理、品質管理、コスト管理、工事間施工調 

整などを行うマネジメント業務の総称。 

※４「十分な技術的実務経験」とは、道路分野における 20年以上の実務経験、又は 

道路分野における論文、委員会活動等の優れた実績をいう。 

 

  ｲ) 予定主任技術者（事業管理担当）に必要とされる資格及び業務実績は次のとおりと

する。 

資 格 及 び 業 務 実 績  

【資格】 

下記のいずれかの資格を有すること。 

① 技術士（総合技術監理部門（建設）または建設部門（土質及び基礎、鋼構造及び

コンクリート、都市及び地方計画、道路、トンネル、施工計画、施工設備及び積

算、建設環境のいずれか）） 

② 土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級） 

③ ＲＣＣＭ（上記①と同様の部門に限る） 

④ １級土木施工管理技士 

⑤ 公共工事品質確保技術者（Ⅰ）（※１） 

※1 「公共工事品質確保技術者（Ⅰ）」とは、社団法人全日本建設技術協会が実施す

る「公共工事品質確保技術者（Ｉ）」資格試験に合格したものをいう。 

 

【業務実績】 

 下記のいずれかに該当すること 

① 道路に関する技術者としての実務経験を１０年以上有し、その実務経験の中で、

以下に示すいずれかの経験を有すること。 

  １）自動車専用道路又は一般国道の調査・設計業務に従事した経験（１業務以上）

を有するもの。 

  ２）自動車専用道路又は一般国道の新設又は改築工事に従事した経験（１工事以上）

を有するもの。 

② 自動車専用道路又は一般国道に関するＰＭ（※１）又はＣＭ（※２）に従事した

経験を通算して２年以上有すること。 

③ 道路分野において十分な技術的実務経験（※３）を有するもの。 
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※１「ＰＭ（プロジェクト・マネジメント）」とは、事業を効率的に進めるために、 

事業工程管理、懸案事項管理、事業費管理、用地取得管理などを行うマネジメン 

ト業務の総称。 

※２「ＣＭ（コンストラクション・マネジメント）」とは、工事の円滑な履行のため、 

施工段階において、工程管理、施工管理、品質管理、コスト管理、工事間施工調 

整などを行うマネジメント業務の総称。 

※３ 十分な技術的実務経験とは、道路分野における 20年以上の実務経験、又は道路

分野における論文、委員会活動等の優れた実績をいう。 

 

  ｳ) 予定主任技術者（調査設計担当）に必要とされる資格及び業務実績は次のとおりと

する。 

資 格 及 び 業 務 実 績 

【資格】 

下記のいずれかの資格を有すること。 

① 技術士（総合技術監理部門（建設）または建設部門（土質及び基礎、鋼構造及び

コンクリート、都市及び地方計画、道路、トンネル、施工計画、施工設備及び積

算、建設環境のいずれか）） 

② 土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級） 

③ ＲＣＣＭ（上記①と同様の部門に限る） 

④ １級土木施工管理技士 

 

【業務実績】 

 ①道路に関する技術者としての実務経験を１０年以上有し、かつ自動車専用道路又は

一般国道の調査・設計業務に関する実務経験（１業務以上）を有するもの。 

 

  ｴ) 予定主任技術者（用地担当）に必要とされる資格及び業務実績は次のとおりとする。 

資 格 及 び 業 務 実 績  

下記のいずれかを有すること 

① 補償業務管理士（８部門のうちいずれかの部門） 

② 用地業務（※１）に関する実務経験を１０年以上有するもの。 

※１「用地業務」とは、補償コンサルタント登録規定（昭和５９年９月２１日建設省

告示第１３４１号）第２条に定める別表に掲げる登録部門に関する業務をいう。 

 

  ｵ) 予定主任技術者（施工担当）に必要とされる資格及び業務実績は次のとおりとする。 

資 格 及 び 業 務 実 績  

【資格】 
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下記のいずれかの資格を有すること。 

① 技術士（総合技術監理部門（建設）または建設部門（土質及び基礎、鋼構造及び

コンクリート、都市及び地方計画、道路、トンネル、施工計画、施工設備及び積

算、建設環境のいずれか）） 

② 土木学会認定技術者（特別上級、上級、１級） 

③ ＲＣＣＭ（上記①と同様の部門に限る） 

④ １級土木施工管理技士 

 

【業務実績】 

 ①道路に関する技術者としての実務経験を１０年以上有し、かつ自動車専用道路又は

一般国道の新設又は改築工事に関する実務経験（１工事以上）を有すること。 

 

  ｶ) 予定技術員の資格及び業務実績は規定しない。 

 

     [5] 管理技術者の恒常的雇用関係 

管理技術者は、本業務の履行期間中（契約日から業務完了まで）に、本業務の

受注者と直接的雇用関係がなければならず、雇用関係を証明できる書類を提出す

ること（自由様式）。雇用関係が確認できない場合は提出された参加表明書等を無

効とし、競争参加資格がないものとする。 

なお、参加表明書等を提出する者が設計共同体の場合は、代表者が管理技術者

を配置すること。 

[6] 管理技術者の手持ち業務量 

管理技術者は、公示日現在のすべての手持ち業務（本業務を含まず、特定後未

契約のものを含む。ただし、履行期限が平成２４年３月３１日以前のものは含ま

ず。手持ち業務とは、管理技術者、又は担当技術者となっている契約金額５００

万円以上の業務のうち、東日本大震災の応急復旧に拘わる緊急随意契約及び東日

本大震災の影響により繰り越した業務を除く業務を対象とする。）の契約金額合

計が４億円未満かつ手持ち業務の件数が１０件未満であること。 

ただし、公示日現在での手持ち業務のうち、国土交通省の所管に係る建設コン

サルタント業務等（港湾空港関係を除く。）において調査基準価格を下回る金額

で落札した業務がある場合には、手持ち業務量の契約金額を４億円未満から２億

円未満に、件数を１０件未満から５件未満にするものとする。また、本業務の履

行期間中は管理技術者の手持ち業務量が契約金額４億円未満、件数で１０件未満

（公示日現在での手持ち業務に、国土交通省の所管に係る建設コンサルタント業

務等（港湾空港関係を除く。）で調査基準価格を下回る金額で落札したものがあ

る場合には契約金額で２億円未満、件数で５件未満）を超えないこととし、超え
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た場合には、遅滞なくその旨を報告しなければならない。その上で、業務の履行

を継続することが著しく不適当と認められる場合には、当該管理技術者を、以下

のｱ)からｴ)までの全ての要件を満たす技術者に交代させる等の措置請求を行う場

合があるほか、業務の履行を継続する場合であっても、本業務の業務成績評定に

厳格に反映させるものとする。 
ｱ) 当該管理技術者と同等の業務実績（国、都道府県、政令市、特殊法人等の

公共事業を実施する機関の発注する業務で発注者から直接請け負った者（以

下「元請け」という。）として実施した業務。）を有する者（照査技術者と

して従事した業務は除く。） 
ｲ) 当該管理技術者と同等の技術者資格を有する者 
ｳ) 手持ち業務量が当該業務の入札説明書又は特記仕様書において設定してい

る予定管理技術者の手持ち業務量の制限を超えない者 

③ 本業務に必要な資料は契約締結後受注者に貸与する。 

④ 本業務説明書等の入手に関する要件 

参加表明書等を提出しようとする者は、参加表明書提出前までに、本説明書及び

技術提案の作成に必要な図書等、電子入札システムの調達案件一覧中の本案件の「登

録文書一覧」掲載の全ての資料（参加表明書提出時に掲載されている資料）につい

て、参加表明書等を提出しようとする者の代表者又は代理権限のある名義人のＩＣ

カードにより、電子入札システムよりダウンロードしていなければならない。なお、

発注者の指定する方法（ＣＤ－Ｒ等による貸与等）での交付を受けている場合はこ

の限りではない。 
9) 成果品 

本業務の成果品の提出は仕様書第２章第８条による。 

10) 電子入札システム対象業務 

本業務は、資料の提出等を電子入札システムにより行う対象業務である。ただし、
当初より電子入札システムにより難いやむを得ない理由がある場合には、別紙の紙入
札方式参加承諾願を提出し、発注者の承諾を得て紙入札方式とすることができる。当
該申請の窓口及び受付時間は、次のとおりである。 
(1) 受付窓口 

国土交通省 東北地方整備局 総務部 契約課 契約第一係 
〒９８０―８６０２ 
宮城県仙台市青葉区二日町９番１５号 

    電 話：０２２－２２５－２１７１（内線２５２６） 
    ＦＡＸ：０２２－２６２－８６２０ 

(2) 受付時間：土曜日、日曜日及び休日を除く毎日の午前９時から午後５時まで。 
(3) 電子入札システムによる手続きに入った後に、紙入札方式への途中変更は原則と
して認めないものとするが、応札者側にやむを得ない事情があり、全体入札手続き
に影響がないと発注者が認めた場合に限り、例外的に認めるものとする。 

なお、やむを得ない事情が生じた場合には、下記 4.の担当部局へ早急に連絡を行
うこと。ただし、紙入札方式による申請等は、紙入札方式参加承諾願（別紙）を提
出し、発注者の承諾を得た後でなければ行うことはできない。 

本説明書において、これまでの紙入札方式による場合の記述部分は全て上記の発
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注者の承諾を前提として行われるものである。 

 

3. 担当部局 

上記２．10）(1)に同じ 
 

4. 参加表明書等の作成及び記載上の留意事項 

1) 参加表明書等の作成方法 

参加表明書等の様式は、様式－１～１３（Ａ４判）に示されるとおりとする。 

なお、文字サイズは 10ポイント以上とする。
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2) 参加表明書内容の留意事項 

記 載 事 項 内 容 に 関 す る 留 意 事 項 

予定管理技術者の

手持ち業務 

・ 配置予定の管理技術者について、手持ち業務を記載する。 

・ 設計共同体により業務を実施する場合には、代表者が管理技術

者を配置すること。 

・ 手持ち業務は公示日現在、国土交通省以外の発注者（国内外を

問わず）のものも含め全て記載する。 

手持ち業務とは以下のものを指す。 

管理技術者又は担当技術者となっている契約金額 500 万円以

上の業務のうち、履行期限が平成２４年３月３１日以前の業務

及び東日本大震災の応急復旧に拘わる緊急随意契約及び東日

本大震災の影響により繰り越した業務を除く業務を対象とす

る。 

・ ただし、国土交通省直轄事業において調査基準価格を下回る金

額で落札した業務は、業務名の先頭に『低』を付して記載する

こと。 

・ プロポーザル方式による本業務以外の業務で配置予定技術者

として特定された未契約業務がある場合は、手持ち業務の記載

対象とし、業務名の後に「特定済」と明記するものとする。 

・ 記載様式は様式－２とする。 

 

予定管理技術者の

業務実績 

・ 配置予定の管理技術者が過去に従事した業務実績について記

載する。 

・ 管理技術者に必要とされる業務実績（本説明書の２．8) (1) ② 

[4] ｱ)に記載）を有することが分かるように記載する。 

・ 参加表明書等の提出者以外が受託した業務実績または工事実

績を記載する場合は、当該業務を受託した企業名等を記載する

こと。 

・ 業務実績については、国・都道府県・政令市、特殊法人等(※

１)の公共事業実施機関の工事又は業務とする。 

・ 記載様式は様式―３とする。 

予定主任技術者

(「事業管理担当」、

「調査設計担当」、

「用地担当」、「施

工担当」の各担当）

・ 配置予定の各主任技術者（「事業管理担当」、「調査設計担当」、

「用地担当」、「施工担当」）について、資格等を記載する。 

・ 各主任技術者の資格については、技術士資格（総合技術監理部

門（建設」）または建設部門）、土木学会認定技術者（特別上級、

上級、１級）、ＲＣＣＭ、一級土木施工管理技士、公共工事品



  - 11 - 

の資格等 質確保技術者（Ⅰ）、補償業務管理士８部門のいずれかの部門

を有する場合に記載する。 

・ 記載様式は様式―４とする。 

予定主任技術者

(「事業管理担当」、

「調査設計担当」、

「用地担当」、「施

工担当」の各担当）

の業務実績 

 

 

・ 配置予定の各主任技術者が過去に従事した業務実績について

記載する。 

・ 主任技術者に必要とされる業務実績（本説明書の２．8) (1) ② 

[4] ｲ）～ｵ)に記載）を有することが分かるように記載する。 

・ 参加表明書等の提出者以外が受託した業務実績を記載する場

合は、当該業務を受託した企業名等を記載すること。 

・ 業務実績については、国・都道府県・政令市、特殊法人等(※

１)の公共事業実施機関の工事又は業務とする。 

・ 記載様式は様式－５とする。 

業務実施体制 ・ １社単独、設計共同体、いずれの場合においても業務の分担に

ついて記載する。 

・ 設計共同体により業務を実施する場合は、下記事項に留意の

上、業務の分担について記載すること。備考欄に設計共同体の

構成員である旨を記載するとともに、企業名等を記述するこ

と。また、代表者はその旨を記載すること。 

①設計共同体は、各構成員が優れた技術を有する分野を分担

するものとし、必要以上に細分化しないこと。 
②構成員は実施する分担業務ごとに担当技術者を配置するも

のとし、代表者たる構成員から管理技術者を配置すること。 
・ 他の建設コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場

合又は学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場合

は、備考欄にその旨を記載するとともに、再委託先又は協力先、

その理由（企業の技術的特徴等）を記載すること。ただし、業

務の主たる部分を再委託してはならない。 
・ 記載様式は様式－６とする。 
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企業の業務実績 ・ 参加表明書等の提出者が過去に受注した業務実績について記

載する。 

・ 参加表明書等の提出者に求められる業務実績を記載する場合

は平成８年度以降に完了した工事または業務とする。ただし、

元請けとして実施した工事または業務とする。 

・ 業務実績については、国・都道府県・政令市、特殊法人等(※

１)の公共事業を実施する機関の工事または業務とする。 

・ 記載する業務実績数は、１件とする。 

・ 記載様式は様式－７とし、図面、写真等を引用する場合も含め、

１枚以内に記載する。 

工区の希望順位表 ・ 三陸沿岸道路事業管理業務の各工区に対する希望順位を記載

する。 

・ 優先する順位に従い、すべての工区に 1から 10までの順位を

付けるものとする。その際、同一の順位は認めない。 

・ 記載様式は様式－８とする。 

※１「特殊法人等」とは、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律施行令第

一条に示す、関西国際空港(株)、首都高速道路(株)、中日本高速道路(株)、成田国際空港

(株)、西日本高速道路(株)、日本環境安全事業(株)、阪神高速道路(株)、東日本高速道路

(株)、本州四国連絡高速道路(株)、日本中央競馬会、独立行政法人宇宙航空研究開発機

構、独立行政法人沖縄科学技術研究基盤整備機構、独立行政法人科学技術振興機構、独

立行政法人空港周辺整備機構、独立行政法人高齢・障害者雇用支援機構、独立行政法人

国際協力機構、独立行政法人国立科学博物館、独立行政法人国立高等専門学校機構、独

立行政法人国立女性教育会館、独立行政法人国立青少年教育振興機構、独立行政法人国

立美術館、独立行政法人国立文化財機構、独立行政法人雇用・能力開発機構、独立行政

法人自動車事故対策機構、独立行政法人情報通信研究機構、独立行政法人中小企業基盤

整備機構、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、独立行政法人都市再生機構、

独立行政法人日本学生支援機構、独立行政法人日本芸術文化振興会、独立行政法人日本

原子力研究開発機構、独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構、独立行政法人日

本スポーツ振興センター、独立行政法人日本万国博覧会記念機構、独立行政法人水資源

機構及び独立行政法人労働者健康福祉機構（日本道路公団など同条に規定する法人の組

織改編前の法人、附則第２条から第４条に示す独立行政法人を含む）に加え国土交通省

所管のその他の独立行政法人、地方共同法人日本下水道事業団をいう。 

 

3) 契約書の写し 

① 業務実績として記載した内容が、財団法人日本建設情報総合センターの「工事実績情
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報システム(CORINS)」又は「測量調査設計業務実績情報システム（TECRIS）」に登録さ

れていない場合は、当該業務実績に係る契約書の写し、及び業務実績が判断できる資料

並びに実施体制が確認できる資料を提供すること。 

  4) 資格証の写し 

    技術者の保有資格において、技術士、RCCM 以外の資格保有者においては、その資格保

有者であることの証明書等の写しを提出すること。 

 

5. 参加表明書等の提出方法、提出先及び提出期限 

  1) 提出方法：電子入札システムにより提出すること。ただし、発注者の承諾を得て紙入札

方式による場合は持参又は郵送（書留郵便に限る。）によること。これ以外（電

子媒体による提出又は、電送（ファクシミリ）による提出等）での提出は無

効とする。 

         なお、電子入札システムにより提出する場合は、以下によること。 

・使用可能なアプリケーションは以下のとおりとする。 

Microsoft Word2000形式以下・Just System一太郎 Ver.10形式以下・ 

Microsoft Excel2000形式以下・PDFファイル形式に限る。 

・ファイル総量は３メガバイト以内とすること。 

・なお、送信された参加表明書等のプリントアウトは白黒印刷で行う。 

  2) 提出先 ：持参又は郵送する場合は、３．に同じ 

  3) 提出期限：電子入札システムにより提出する場合は、平成２４年４月１７日（火）まで

の土曜日、日曜日及び休日を除く毎日、午前９時から午後５時（ただし、平

成２４年４月１７日は午後４時）まで。 

         持参又は郵送（提出期限まで必着。）による場合は、平成２４年４月１７日

（火）までの土曜日、日曜日及び休日を除く毎日、午前９時から午後５時（た

だし、平成２４年４月１７日は午後４時）まで。 

 

6. 説明書の内容についての質問の受付及び回答 

  1) 質問は、電子入札システムにより提出すること。ただし、紙入札方式による場合は持参

又は郵送（書留郵便に限る。提出期限まで必着。）によること。なお、紙入札方式によ

る文書には回答を受ける担当窓口の部署、氏名、電話番号及びＦＡＸ番号、電子メール

アドレスを併記するものとする。 

① 質問の受付先 ：上記３に同じ。 

    ② 質問の受付期間：平成２４年３月２２日(木)から平成２４年４月９日(月)まで。 

持参する場合は、上記期間の土曜日、日曜日及び休日を除く毎日、

午前９時３０分から午後５時まで 

2) 電子入札システムによる質問書の提出にあたっては、質問内容に企業名（過去に受注
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した具体的な業務名等の記載により、企業名が類推される場合を含む。）を記載しない

こと。このような質問があった場合には、その質問を行った者の入札を無効とすること

がある。 

3) 質問に対する回答は、平成２４年４月１２日（木）までに電子入札システムにより行

うとともに、回答書を次のとおり閲覧に供する。 

①期間：平成２４年４月１７日（火）まで。 

（土曜日、日曜日及び休日を除く毎日、午前９時３０分から午後５時まで。） 

  ②場所：国土交通省 東北地方整備局 総務部 契約課 

 

7. 参加表明書等の提出者に要求される資格要件等 

  1) 参加表明書等の提出者に要求される資格 

   (1) 単体企業 

① 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号。以下「予決令」という。）第 70

条及び第 71条の規定に該当しない者であること。 

② 参加表明書等の提出時において、東北地方整備局（港湾空港関係を除く。）におけ

る平成 23・24 年度土木関係建設コンサルタント業務に係る一般競争（指名競争）

参加資格の認定を受けていること。(会社更生法(平成 14年法律第 154号)に基づき

更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後、

東北地方整備局長が別に定める手続に基づく一般競争参加資格の再認定を受けて

いること。) 

③ 上記②の認定を受けていない者についても、認定を受けることにより参加表明書

等を提出することは可能である。この場合において、資格が認定されるためには、

上記②の資格認定のための書類を提出し受理されていることが必要である。 

④ 会社更生法に基づき更生手続開始の申立がなされている者、又は民事再生法に基

づき再生手続開始の申立てがなされている者（上記②の再認定を受けたものを除

く。）でないこと。 

⑤ 参加表明書等の提出期限の日から契約締結までの期間に、東北地方整備局長から

指名停止等の措置要領（昭和 59 年 3 月 29 日付け建設省厚第 91 号）に基づく指名

停止を受けていないこと。（設計共同体の場合は、すべての構成員が指名停止等の

措置を受けていないこと） 

(2) 設計共同体 

   「競争参加者の資格に関する公示」（平成２４年３月２１日付け東北地方整備局長）

に示すところにより、東北地方整備局長から三陸沿岸道路事業監理業務に係る設計共

同体としての競争参加の資格（以下「設計共同体としての資格」という）の認定を受

けているものであること。 
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(3) 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずる者と

して、国土交通省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続しているもので

ないこと。 
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 2) 参加表明書等の提出者に要求される資格要件等の基準 

評価項目 
評価の着目点 

備考 
 判断基準 

参
加
表
明
者
の
経

験
及
び
能
力 

業
務
実
績 

専

門

技

術

力 

業務執行

技術力 

平成 8 年度以降の業務

実績の内容 

 ２．８）（１）①に定める業務実績を有

しない場合は特定しない。 

 
 

予
定
管
理
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
業
務
実
績 

専

門

技

術

力 

業務執行

技術力 

業務実績の内容  ２．８）（１）②[4]ｱ)に定める業務実

績を有しない場合は特定しない。 

 

専

任

性 

専任制 手持ち業務金額及び件

数（特定後未契約のも

のを含む） 

 下記の項目に該当する場合は選定しな

い。 

・公示日現在の手持ち業務の契約金額が

４億円以上、又は手持ち業務の件数が１

０件以上 

ただし、手持ち業務に調査基準価格を下

回る金額で落札した業務がある場合に

は金額を２億円、件数を５件とする。 

（手持ち業務とは、管理技術者又は担

当技術者となっている契約金額 500 万

円以上の業務のうち、履行期限が平成

２４年３月３１日以前の業務、及び東

日本大震災の応急復旧に拘わる緊急随

意契約及び東日本大震災の影響により

繰り越した業務を除く業務をさす。） 

 

 

各
予
定
主
任
技
術
者
の
経
験
及
び
能
力 

資
格
・
業
務
実
績 

資

格

要

件 

技術者資

格 

その専門分野の内容  各主任技術者（「事業管理担当」、「調査

設計担当」、「用地担当」、「施工担当」の

各担当）が２．８）（１）②[4]ｲ)～ｵ)に

定める資格を有しない場合は特定しな

い。 
 

専

門

技

術

力 

業務執行

技術力 

業務実績の内容  各主任技術者（「事業管理担当」、「調査

設計担当」、「用地担当」、「施工担当」の

各担当）が２．８）（１）②ｲ)～ｵ)に定め

る業務実績を有しない場合は特定しな

い。 
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工
区
の
希
望
順
位

表 

 

    すべての工区に希望順位が付されてい

ない場合は特定しない。 

 

 

 

8. 技術提案書の作成及び記載上の留意事項 

 1) 技術提案書作成上の基本事項 

プロポーザルは、監理業務における具体的な取り組み方法について提案を求めるもので

あり、成果の一部の提出を求めるものではない。 
本説明書において記載された事項以外の内容を含む技術提案書については、提案を無効

とする場合があるので注意すること。 

 2) 技術提案書の作成方法 

 技術提案書の様式は、様式－９～１３（Ａ４判）に示されるとおりとする。なお、文字

サイズは 10ポイント以上とする。 

 

 3) 技術提案書の内容に関する留意事項 

記 載 事 項 内 容 に 関 す る 留 意 事 項 

業務実施体制 ・ 配置予定の管理技術者、各主任技術者（「事業管理担当」、「調査

設計担当」、「用地担当」、「施工担当」）を記載する。 

・ 設計共同体において技術提案書の提出者以外の企業に所属する

者を配置予定技術者とする場合には、企業名等も記載すること。 
・ 当該業務の技術者の TECRIS 登録については、参加表明書等に

記載された配置予定技術者及び分担内容としなければならな

い。 
・ 記載様式は様式－１０とする。 

実施方針・業務フ

ロー 

・ 業務の実施方針、業務フローについて簡潔に記載する。 

・ 記載様式は様式－１１とし，Ａ４判２枚以内に記載する。 

特定テーマに対

する技術提案 

・ 本説明書の２.３）(２)に示した、特定テーマに対する取り組み

方法を具体的に記載する。 

・ 記載にあたり、概念図、出典の明示できる図表、既往成果、現

地写真を用いることは支障ないが、本件のために作成したＣＧ

や詳細図面等を用いることは認めない。 

・ 記載様式は様式－１２とし、１テーマにつきＡ４判２枚以内に

記載する。 
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参考見積 ・ 本業務に係る参考見積を提出すること。 

・ 参考見積は、10工区すべてについて作成すること。 

・ 参考見積は、積算の際の参考及び技術提案書を特定するための

評価項目として用いる。 

・ 業務規模と大きく乖離があると判断した場合は非特定とする場

合がある。 

・ 記載様式は特に定めないが、Ａ４判１枚に記載する。 

その他 ・ 説明書に対する意見、仕様書（案）等に示される業務内容に対

する代替案等があれば記載する。 

・ 記載様式は様式－１３とし、Ａ４判１枚以内に記載する。 

 

 4) 業務量の目安 

   本業務の参考業務規模は、下記のとおり想定している。 

(1) 三陸沿岸道路事業監理業務（歌津本吉工区）  約 330百万円程度 
   (2) 三陸沿岸道路事業監理業務（気仙沼唐桑工区） 約 330百万円程度 

    (3) 三陸沿岸道路事業監理業務（陸前高田工区）  約 330百万円程度 

(4) 三陸沿岸道路事業監理業務（吉浜釜石工区）  約 360百万円程度 
   (5) 三陸沿岸道路事業監理業務（山田宮古工区）  約 330百万円程度 

    (6) 三陸沿岸道路事業監理業務（宮古箱石工区）  約 400百万円程度 

(7) 三陸沿岸道路事業監理業務（宮古田老工区）  約 360百万円程度 
   (8) 三陸沿岸道路事業監理業務（田老普代工区）  約 360百万円程度 

    (9) 三陸沿岸道路事業監理業務（普代久慈工区）  約 400百万円程度 

 (10) 三陸沿岸道路事業監理業務（洋野工区）    約 360百万円程度 

 

 5) 参加表明書等の無効 

  (1) 参加表明書等の提出時において、本説明書及び技術提案の作成に必要な図書等、電子

入札システムの調達案件一覧中の本案件の「登録文書一覧」掲載の全ての資料（参加表

明書提出時に掲載されている資料）について、参加表明書等を提出しようとする者の代

表者又は代理権限のある名義人のＩＣカードにより、電子入札システムよりダウンロー

ドしていない時は、その参加表明書等を無効とする。なお、発注者の指定する方法（Ｃ

Ｄ－Ｒ等による貸与等）での交付を受けている場合はこの限りではない。 
 (2) 提出書類について、この書面及び別添の書式に示された条件に適合しない場合は無効

とすることがある。 

  (3) 実施方針及び評価テーマの記載内容において、次の項目に該当し、業務が適切に履行

できないと判断される場合は無効とする場合がある。 
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・内容が殆ど記載されておらず、提案内容が判断できない場合 

・業務目的に反する記述や事実誤認等、適切な業務履行が妨げられる内容となってい

る場合。 

・実施方針と評価テーマの技術提案に矛盾があり、整合性が図られていない場合 

 

9. 技術提案書を特定するための評価基準 

 1) 技術提案書の評価項目、判断基準、並びに評価点は、以下のとおりである。 

評価項目 
評価の着目点 

評価点 
 判断基準 

 

ヒ
ア
リ
ン
グ 

管
理
技
術
者
、
各
担
当
主
任
技
術
者 

取
り
組
み
意
欲 

業務への取り組み意欲 
 

本業務目的の理解度が高く、提案した

特定テーマに関する説明も明確で、取り

組み意欲が強く感じられる場合に優位

に評価する。 １５ 

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
力 

質問に対する応答性 質問に対する応答が適切・明快・迅速

で、わかりやすい説明に心掛けていた場

合に優位に評価する。 

１５ 
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評価項

目 

評価の着目点 
評価点 

 判断基準 

実 施 方

針・その

他 

業務理解度 

 目的、条件、内容の理解度が高い場合に優

位に評価する。 

 

５ 

実施体制 

 配置予定技術者の経験、資格、人数、地元

精通者の確保、代替要員の確保など、業務を

遂行するうえで体制が整っている場合に優位

に評価する。  

 

５ 

特 定 テ

ー マ に

対 す る

技 術 提

案 

特
定
テ
ー
マ
１ 

○予定管理技術者の道

路事業に関する実務経

験を踏まえ、事業管理

を的確に実施する上で

のポイント 

 

  専門技術力 

  実現性 

①実務経験を踏まえた提案内容であることが

伺え、ポイントの着眼点が的確で、本業務

に有効である場合に優位に評価する。 

②実務経験としてあげた工事または業務につ

いて、中心的・主体的に参画し、重要な役

割を果たしたことが明確な場合に優位に評

価する。 

③本業務を十分に理解した上での提案内容に

なっている場合に優位に評価する。 

④提案内容に具体性があり説得力がある場合

に優位に評価する。 

３０ 

特
定
テ
ー
マ
２ 

○本業務の目的を達成

する上で考慮すべき項

目並びに目的の達成に

有効と考えられる提案 

 

  的確性 

  実現性 

①考慮すべき項目が総合的に記述されている

場合に優位に評価する。 

②さまざまな視点からの提案があり、提案内

容に具体性及び説得力がある場合に優位に

評価する。 ３０ 

合計  １００点 

評価点 

評価点 

評価点の合

計が５０点

以下の場合

には特定し

ない 

参 考 見

積 

業務コストの妥当性 

業務規模と

大きく乖離

がある場合

には特定し

ない 
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10. ヒアリング 

 1) 以下のとおりヒアリングを行う。 

  (1) ヒアリングの詳細な場所、日時は別途通知する。 

  (2) 出 席 者：管理技術者、各担当主任技術者 

 2) ヒアリング時の追加資料は受理しない。 

 

 

11． 業務を実施可能な 10 者の特定 
 1) 提出された技術提案書の内容及び予定管理技術者・予定主任技術者に対するヒアリングの

評価結果に基づき評価点を算出し、参加表明者の順位付けを行う。 
 2) 順位付けの後、業務が実施可能な 10 者を評価点の最上位の者から、評価点順に特定する。 
 3) 評価点が同点の参加表明者が複数いる場合には、以下の方法により上位者を決定する。 
  (1) 本説明書９.に示す「ヒアリング」の評価点を比較し、高い者を上位者とする。 
  (2) 「ヒアリング」の評価点も同点の場合は、「特定テーマ 1」の評価点を比較し、高い者

を上位者とする。 
  (3) 以下、同点の場合には、「特定テーマ２」の評価点を比較し、上位者を決定する。 

 
12．担当工区の決定手順 
 1) 参加表明書と同時に提出された各工区の希望順位表に従い、評価点の最上位の者から順に

担当する工区を決定する。 
 2) 最上位の者は、自ら提出した希望順位表の 1 位の工区を担当するよう担当工区を決定する。 
 3) 次順位の者については、自ら提出した希望順位表の中から最上位の者の担当となった工区

を除いた希望順位表を作成し、希望順位表の最上位の工区を担当するよう担当工区を決定す

る。以下、同様な手順を繰り返し各工区の担当者を決定する。 

 

 

13.  特定・非特定通知 

 1) 担当工区が決定した者に対しては、別途当該担当工区を管轄する分任支出負担行為担当官

より、決定した担当工区を付した見積依頼書が届くので、以後の手続きはそれに従うこと。

また、提出した技術提案書が特定されなかった者に対しては、特定されなかった旨と、そ

の理由（非特定理由）を別途通知する 

 2) 非特定の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算して７日（土曜日、日曜日及び

休日を含まない。）以内に、東北地方整備局長に対して非特定理由について説明を求めるこ

とができる。ただし、書面により通知を受けた者は、書面（様式は自由）を持参又は郵送

（書留郵便に限る。）によること。 

 3) 上記 2)の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して 10日以内に書面
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により行う。 

4) 非特定理由の説明要求の受付場所及び受付時間は以下のとおりである。 

① 受付場所：上記３．に同じ。 

② 受付日時：土曜日、日曜日及び休日を除く午前９時３０分から午後５時まで。 

      

14. 契約書作成の要否等 

  別冊契約書（案）により契約書を作成するものとする。 

 

15. 支払条件 

平成○○年度  部分払  ６回以内 

   平成○○年度  部分払  ５回以内 

 

16. 苦情申し立てに関する事項 

   本手続きに関し、下記部局に対して苦情を申し立てることができる。 

 1) 受付窓口 〒○○○－○○○○ 

        ○○県○○市○○○町○番○号 

        国土交通省 東北地方整備局 主任監査官 電話０２２－２２５－２１７１ 

 2) 受付時間 午前９時３０分より午後５時まで（土曜日、日曜日及び休日は除く。） 

         苦情申し立てに関する手続きを示した書類等の入手先は上記１）の受付窓口

とする。 

 

17. 関連情報を入手するための照会窓口 

３．に同じ 

 

18. その他の留意事項 

1) ２．８）①の業務実績については、我が国及びＷＴＯ政府調達協定締約国その他建設市場

が開放的であると認められる国等以外の国又は地域に主たる営業所を有する建設コンサル

タント等にあっては、我が国における同種又は類似業務等の実績をもって判断するものとす

る。 

 2) 参加表明書等の作成、提出並びにヒアリングに関する費用は、提出者の負担とする。 

 3) 参加表明書等に虚偽の記載をした場合には、参加表明書等を無効とし、競争参加資格がな

いものとする。また、虚偽の記載をした者に対して指名停止の措置を行うことがある。 

 4) 提出された参加表明書等は返却しない。なお、提出された参加表明書等は、評価点の算出

以外に提出者に無断で使用しない。また、提出された参加表明書等は返却しない。 

5) 参加表明書等の提出後においては、原則として記載された内容の変更を認めない。記載

した予定技術者は、原則として変更できない。ただし、病休、死亡、退職等のやむを得ない
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理由により変更を行う場合には、同等以上の技術者であるとの発注者の了解を得なければな

らない。 

6) 技術提案書の特定後に、提案内容を適切に反映した特記仕様書の作成のために、業務の

具体的な実施方法について提案を求めることがある。 

7) 電子入札システムは土曜日、日曜日、休日及び年末・年始の期間を除く毎日、午前９時

から午後５時まで稼働している。また、稼働時間内でシステムをやむを得ず停止する場合、

稼働時間を延長する場合は、電子入札施設管理センターホームページ「ヘルプデスク」コ

ーナーの「緊急連絡情報」で公開する。 

8) システム操作上の手引き書としては、国土交通省発行の「電子入札準備手順書」を参考

とすること。「電子入札準備手順書」は、電子入札施設管理センターホームページでも公開

している。 

9) 障害発生時及び電子入札システム操作時の問い合わせ先は、下記のとおりとする。 

   ・システム操作・接続確認等の問い合わせ先 

    電子入札施設管理センターヘルプデスク 電話 03-3505-0514 

        電子入札施設管理センターホームページ  http://www.e-bisc.go.jp 

     ・ＩＣカードの不具合等発生時の問い合わせ先 

        取得しているＩＣカードの認証機関 

     ただし、申請書類、応札等の締め切り時間が切迫しているなど緊急を要する場合には、

東北地方整備局○○○ ○○課 電話 ○○○－○○○－○○○○(代)へ連絡すること。 

10) 入札参加希望者が電子入札システムで書類を送信した場合には、下記に示す通知、通知

書及び受付票を送信者に発行するので、必ず確認を行うこと。この確認を怠った場合には、

以後の入札手続に参加できなくなる等の不利益な取り扱いを受ける場合がある。 

  参加表明書受信確認通知（電子入札システムから自動発行） 

        参加表明書受付票（受付票を発行した旨を副次的にメールでも知らせる。） 

     辞退届受付票 

   保留通知書 

      日時変更通知書 

      取止め通知書 
 11) 本業務の参加表明者及び参加表明者と資本面・人事面で関係がある者（以下「参加表明

者等）という。）が、本業務の担当工区の範囲内で他の業務を既に受注している場合におい

ても、本業務の入札に参加できる。 

   ただし、中立・公平性を確保するため、同一工区内において、本業務の受注者及び本業務

の受注者と資本面・人事面で関係がある者が受注している他の業務については、本業務受

注者の業務内容の対象外とする。 

 12） 本業務の受注者及び本業務の受注者と資本面・人事面で関係がある者は、受注した工区

内の三陸沿岸道路が供用されるまでの間、受注した工区内の業務（発注者支援業務等（注
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１）を除く）または工事の入札に参加し、または受注者となることはできない（業務の設

計共同体または工事の共同企業体の場合はその構成員となることもできない）。 

   また、本業務の受注者の出向・派遣元及び、出向・派遣元と資本面・人事面で関係のある

者についても、前記と同様の扱いとする。 

   なお、「参加」とは、業務または工事の入札に参加すること、または業務または工事の下

請けとして参加することをいう。 

  資本面・人事面で関係があるとは、次の１）又は２）に該当するものをいう。 

   １）一方の会社が、他方の会社の発行済株式総数の１００分の５０を超える株式を保有し、

又はその出資額の総額の１００分の５０を超える出資をしている場合。 

   ２）一方の会社の代表権を有する役員が、他方の会社の代表権を有する役員を兼ねている

場合。 

  （注１）発注者支援業務等とは、積算技術業務、工事監督支援業務、技術審査業務、河川巡

視支援業務、河川許認可審査支援業務、ダム管理支援業務、堰・排水機場管理支援

業務、道路巡回業務、道路許認可審査・適正化指導業務、用地補償総合技術業務を

いう。 
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別添－１．各申請書類の様式例 

(様式－１) 

競争参加資格確認申請書 

 

 

                                                       平成 年 月 日 

 

  （分任）支出負担行為担当官 

  ○○地方整備局○○○○事務所長   

              ○○ ○○  殿 

 

 

                             提出者） 住所 

                                       電話番号 

                    ＦＡＸ  

                                    会社名 

                                     代表者   役職名  氏名     印 

 

                    作成者） 担当部署 

                                       氏名 

                                       ＦＡＸ 

                    E-mail 

【設計共同体の場合は、以下のように記入すること】 

                    共同体事務所の所在地 

                    ○○業務△△・○○設計共同体 

                    △△（株） 役職名 氏名  印  

                    ○○（株） 役職名 氏名  印  

 

 

 平成○年○月○日付けで入札公告のありました○○○○業務に係る競争に参加する資格について確認

されたく資料を添えて申請します。 

   なお、予算決算及び会計令(昭和22年勅令第165号)第70条の規定に該当する者でないこと並びに競

争参加資格確認申請書の内容については事実と相違ないことを誓約します。 

 

 

注１：業務発注担当部署の承諾を得て紙入札方式による場合は、返信用封筒として表に申請書の住所、氏名を記載し、簡易書留料金

分を加えた料金（３８０円）の切手を貼った長３号封筒を申請書と合わせて提出して下さい。ただし、電子入札システムで申請した 

場合は、不要です 
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（様式－２） 

 

・予定管理技術者の経歴等 

ふりがな 
① 氏名 
 

②生年月日 
 

③ 所属・役職 

 

④手持業務の状況（平成２４年３月２１日現在） 
管理技術者、又は担当技術者となっている契約金額500万円以上 

（ただし、国土交通省直轄業務において調査基準価格を下回る金額で落札した業務は、業務名の先
頭に【低】を付して記載すること。） 
 

業 務 名 職務上の立場 発 注 機 関 履 行 期 間 契 約 金 額 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 

 

   （契約金額合計   万円） 

 

注１：記載にあたっては、説明書を参照すること。 
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（様式－３） 

 

・予定管理技術者の業務実績（平成２３年度完了予定含む） 

 

道路に関する技術者としての経歴 

（直近の順に記入） 

１） 

２） 

３） 

４） 

５） 

 ※必要に応じて、行を増やしてください 

 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

累計（ 年 ヶ月） 

指導的立場で従事した業務名・工事名 発注機関 履行期間 

 

TECRIS・CORINS 登録番号： 

  

備考： 

指導的立場で従事した業務名・工事名 発注機関 履行期間 

 

TECRIS・CORINS 登録番号： 

  

備考： 

指導的立場で従事した業務名・工事名 発注機関 履行期間 

 

TECRIS・CORINS 登録番号： 

  

備考： 

注１：経歴については、従事した業務及び工事の概要と、職務（管理技術者、主任技術者等）を記載すること。 

注２：備考には、当該業務において指導的立場で従事したことが分かる職務上の立場の名称（管理技術者、主任技術者、監理技術者、

ＰＭ（管理）、ＣＭ（統括）等）を記載すること。 

注３：TECRIS、CORINSに登録されていない実績を記した場合は、その業務・工事を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分 

の写しを添付すること。 

注４：予定管理技術者は、本業務の履行期間中に本業務の受注者と直接的雇用関係があることを証明できる書類を添付すること。 

注５：記載にあたっては、説明書を参照すること。 

 

 

【十分な技術的実務経験】 

道路分野における技術的実務経験 

（直近の順に記入）  

１）  年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

２）  年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

３）  年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

４）  年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

５）  年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

※必要に応じて、行を増やしてください 累計（ 年 ヶ月） 

その他の経歴（論文、委員会活動等） 

１） 

２） 

３） 

 

 

注１：記載にあたっては、説明書を参照すること。 
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（様式－４） 

 

・予定主任技術者（事業管理担当）の経歴等 

ふりがな 
① 氏名 
 

②生年月日 

③所属・役職 

 

④保有資格 
 技術士（部門：    分野：    登録番号：    取得年月日：     ） 
 一級土木施工管理技士（登録番号：           取得年月日：     ） 
 土木学会特別上級、上級者又は一級技術者（種類：    取得年月日：          ) 
 公共工事品質確保技術者（Ⅰ）          （取得年月日：       ） 
 RCCM （部門：         登録番号：     取得年月日：      ） 

 

 

・予定主任技術者（調査設計担当）の経歴等 
ふりがな 

① 氏名 
②生年月日 
 

③ 所属・役職 

 

④保有資格 
 技術士（部門：    分野：    登録番号：    取得年月日：     ） 
 一級土木施工管理技士（登録番号：           取得年月日：     ） 
 土木学会特別上級、上級者又は一級技術者（種類：    取得年月日：          ) 
 RCCM （部門：         登録番号：     取得年月日：      ） 

 

 

・予定主任技術者（用地担当）の経歴等 

ふりがな 
② 氏名 
 

②生年月日 
 

③ 所属・役職 

 

④保有資格 
補償業務管理士（部門：         登録番号：     取得年月日：      ） 

 

 

・予定主任技術者（施工担当）の経歴等 

ふりがな 
③ 氏名 
 

②生年月日 
 

③ 所属・役職 

 
④保有資格 
 技術士（部門：    分野：    登録番号：    取得年月日：     ） 
 一級土木施工管理技士（登録番号：           取得年月日：     ） 
 土木学会特別上級、上級者又は一級技術者（種類：    取得年月日：          ) 
 RCCM （部門：         登録番号：     取得年月日：      ） 

 

 

注１：記載にあたっては、説明書を参照すること。 
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（様式－５【事業管理担当用】） 

 

・予定主任技術者（事業管理担当）の業務実績（平成２３年度完了予定含む） 

 

道路に関する技術者としての経歴 

（直近の順に記入） 

１） 

２） 

３） 

４） 

５） 

 ※必要に応じて、行を増やしてください 

 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

累計（ 年 ヶ月） 

従事した業務名・工事名 発注機関 履行期間 

 

TECRIS・CORINS 登録番号： 

  

備考： 

従事した業務名・工事名 発注機関 履行期間 

 

TECRIS・CORINS 登録番号： 

  

備考： 

従事した業務名・工事名 発注機関 履行期間 

 

TECRIS・CORINS 登録番号： 

  

備考： 

注１：経歴については、従事した業務及び工事の概要と、職務上の立場（管理技術者、主任技術者等）を記載すること。 

注２：備考には、当該業務において従事したことが分かる職務上の立場の名称（管理技術者、主任技術者、監理技術者等）を記載す

ること。 

注３：TECRIS、CORINSに登録されていない実績を記した場合は、その業務・工事を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分 

の写しを添付すること。 

注４：記載にあたっては、説明書を参照すること。 

 

 

【十分な技術的実務経験】 

道路分野における技術的実務経験 

（直近の順に記入）  

１）  年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

２）  年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

３）  年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

４）  年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

５）  年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

※必要に応じて、行を増やしてください 累計（ 年 ヶ月） 

その他の経歴（論文、委員会活動等） 

１） 

２） 

３） 

 

 

注１：記載にあたっては、説明書を参照すること。 
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（様式－５【調査設計担当用】） 

 

・ 予定主任技術者（調査設計担当）の業務実績（平成２３年度完了予定含む） 

 

道路に関する技術者としての経歴 

（直近の順に記入） 

１） 

２） 

３） 

４） 

５） 

 ※必要に応じて、行を増やしてください 

 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

累計（ 年 ヶ月） 

従事した業務名 発注機関 履行期間 

 

TECRIS 登録番号： 

  

備考： 

従事した業務名 発注機関 履行期間 

 

TECRIS 登録番号： 

  

備考： 

従事した業務名 発注機関 履行期間 

 

TECRIS 登録番号： 

  

備考： 

注１：経歴については、従事した業務の概要と、職務上の立場（管理技術者、主任技術者等）を記載すること。 

注２：備考には、当該業務において従事したことが分かる職務上の立場の名称（管理技術者、主任技術者等）を記載すること。 

注３：TECRISに登録されていない実績を記した場合は、その業務を担当した事を証する業務計画書又は業務報告書等の該当部分の写しを添付す 

ること。 

注４：記載にあたっては、説明書を参照すること。 
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（様式－５【用地担当用】） 

 

・ 予定主任技術者（用地担当）の業務実績（平成２３年度完了予定含む） 

 

用地業務に関する経歴 

（直近の順に記入） 

１） 

 

２） 

 

３） 

 

４） 

 

５） 

 

 ※必要に応じて、行を増やしてください 

 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 

累計（ 年 ヶ月） 

注１：経歴については、従事した業務の概要と、職務上の立場を記載すること。 

注２：記載にあたっては、説明書を参照すること。 
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（様式－５【施工担当用】） 

 

・ 予定主任技術者（施工担当）の業務実績（平成２３年度完了予定含む） 

 

道路に関する技術者としての経歴 

（直近の順に記入） 

１） 

２） 

３） 

４） 

５） 

 ※必要に応じて、行を増やしてください 

 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

 年 月～ 年 月（ 年 ヶ月） 

累計（ 年 ヶ月） 

従事した工事名 発注機関 履行期間 

 

CORINS 登録番号： 

  

備考： 

従事した工事名 発注機関 履行期間 

 

CORINS 登録番号： 

  

備考： 

従事した工事名 発注機関 履行期間 

 

CORINS 登録番号： 

  

備考： 

注１：経歴については、従事した工事の概要と、職務上の立場（主任技術者、監理技術者等）を記載すること。 

注２：備考には、当該業務において従事したことが分かる職務上の立場の名称（主任技術者、監理技術者等）を記載すること。 

注３：CORINSに登録されていない実績を記した場合は、その工事を担当した事を証する業務計画書等の該当部分の写しを添付すること。 

注４：記載にあたっては、説明書を参照すること。 
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（様式－６） 

 

・業務実施体制 

 

分 担 業 務 の 内 容 備     考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
注１：単体企業、設計共同体、いずれの場合においても業務の分担について記載する。 
注２：設計共同体により業務を実施する場合は、備考欄に設計共同体の構成員である旨を記述するとともに、企業名等を記述

すること。また、代表者はその旨を記述すること。 
注３：他の建設コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験者等の技術協力を受けて業務を実施する場

合は、備考欄にその旨を記載するとともに、再委託先又は協力先、その理由（企業の技術的特徴等）を記載すること。

ただし、業務の主たる部分を再委託してはならない。 
注４：記載にあたっては、説明書を参照すること。 
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（様式－７） 

・企業の平成８年度以降に完了した業務・工事実績 

 会社名）   

業務・工事名 

 

 

 

TECRIS・CORINS登

録番号 

 

 

 

契約金額 

 

 

 

履行期間 

 

 

 

発注機関名 

住所 

TEL 

 

 

 

 

 

 

 

業務・工事の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

技術的特徴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：様式－３に記載した管理技術者の業務実績を重複して記載できる。 

注２：業務実績は１件とし、図面、写真等を引用する場合も含め、１件につき１枚以内に記載する。 
注３：業務実績については、国・都道府県・政令市・特殊法人等の公共事業を実施する機関の工事又は業務とする。 
注４：記載にあたっては、説明書を参照すること。 
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（様式－８） 

 

・工区の希望順位表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：希望する工区名を優先順位１位から１０位まで記載すること。 
注２：記載にあたっては、説明書を参照すること。 

 

 

 

     【参考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

希望順位 希   望   工   区   名 

１  

２  

３  

４  

５  

６  

７  

８  

９  

１０  

工 区 名 延 長 担 当 事 務 所 

歌津本吉工区 １２ｋｍ 仙台河川国道事務所 

気仙沼唐桑工区 １０ｋｍ 仙台河川国道事務所 

陸前高田工区  ８ｋｍ 釜石市に予定している新設事務所 

吉浜釜石工区 ２０ｋｍ 釜石市に予定している新設事務所 

山田宮古工区 １４ｋｍ 三陸国道事務所 

宮古箱石工区 ３３ｋｍ 三陸国道事務所 

宮古田老工区 ２１ｋｍ 三陸国道事務所 

田老普代工区 ２０ｋｍ 三陸国道事務所 

普代久慈工区 ２５ｋｍ 三陸国道事務所 

洋野工区 ２０ｋｍ 三陸国道事務所 
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技術提案書標準例 

 

（様式－９） 

技術提案書 

業務の名称 

履行期限  

標記業務について、技術提案書を提出します。 

平成  年  月  日 

国土交通省○○地方整備局○○事務所 

所 長   ○ ○  ○ ○ 殿 

提出者）住  所 

    電話番号 

    会 社 名 

    代 表 者 役職名 氏名  印 

作成者）担当部署 
    氏  名 
    Ｆ Ａ Ｘ 
    E-mail 
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（様式－１０） 

 

・配置予定技術者の業務実施体制 

 

職種名 予定技術者名 所属・役職 担当する分担業務の内容 

管理技術者 

   
 
 
 

主任技術者 

（事業管理） 

   

主任技術者 

（調査設計） 

   

主任技術者 

（用 地） 

   

主任技術者 
 

（施 工） 

   

 

注１：氏名にはふりがなをふること。 

注２：設計共同体において技術提案書の提出者以外の企業に所属する者を配置予定技術者とする場合には、備考欄に企業

名等も記載すること。 

注３：記載にあたっては、説明書を参照すること。 

 

 

 

 

・業務実施体制の特記事項 

 

特  記  事  項 

 

 

 

 

 

 

 
 
注１：代替要員の確保、地元精通者の確保など、業務実施体制の特記事項について記載すること。 
注２：地域精通者とは、三陸沿岸道路沿線市町村もしくは岩手県・宮城県内の地理、地形、気候、歴史、文化等の事情に

精通している者とする。 
  （例：「当該事務所が発注した、H○ ○○地区詳細設計に○○技術者として従事」、「Ｈ○～○に○市に在住」等） 

 



- 38 - 

（様式－１１） 

 

・業務の実施方針  ・業務フロー 

   

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

 

 

 

※業務実施体制図は別途添付すること。 

 

※Ａ４サイズ、２枚以内とする。 
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（様式－１２） 

 

・特定テーマに対する技術提案 
 

技術提案： 
 
 
 

（１テーマにつきＡ４サイズ、２枚以内とする。） 
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（様式－１３） 

 

・その他 
 

説明書に対する意見、仕様書等に示される業務内容に対する代替案等があれば記載する。 
 
 
 

（Ａ４サイズ、１枚以内とする。） 
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